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序章 
 1. ウィーン体制によるヨーロッパの安定 
 2. これまでのウィーン体制の安定性に関する研究史 
（1）勢力均衡 
（2）「勢力均衡」という言葉のあいまいさが持つ問題点 
（3）安定要因としてのヨーロッパ協調 
  一、規範としての国際会議 
  二、規範とヨーロッパ協調の効能 
（4）規範説に対する勢力均衡説の批判 
小括 国際政治学における理論研究の問題点 
  3. ロシア皇帝ニコライ一世によるウィーン体制への関与についての研究史と問題 
   （1）アレクサンドル一世のウィーン体制への関与と彼の遺産 
   （2）ニコライ一世の外交政策における神聖同盟の役割 
   （3）ニコライ一世の外交政策研究におけるイデオロギー偏重の問題点 
   （4）ベルギー独立問題を巡るロシア外交史研究とその問題点 
    小括 本研究の課題 
  4. 使用する史料と方法論 
 
第 1章 ロシアの軍事介入とウィーン体制の規範 
  はじめに 
 1. ベルギー独立問題の勃発とロンドン会議 
 2. 国際会議を巡る規範とロシアの対応 
 3. 内政不干渉の原則へのロシアの対応 
 小括 
 
第 2章 ベルギー独立問題をめぐるニコライ一世の外交政策における対英協調と対仏抑止 
 はじめに 
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 1. ウェリントン政権崩壊前後におけるロシアの対英認識 
（1）1820年代後半におけるイギリス政界の混乱とグレイ政権の成立 
（2）ベルギー独立問題におけるウェリントンへのロシアの評価 
（3）成立直後のグレイ政権に対するロシアの認識 
 2. 対仏抑止のための協調と対英認識の変容 
 3. レオポルドの即位とオランダの軍事侵攻をめぐる対英認識 
   （1）第 26議定書とイギリスへの不満 
   （2）オランダのベルギー侵攻と露英関係 
 4. 24か条条約の批准を巡る露英関係 
 小括 
 
第 3章 7月革命以降のロシアによる勢力均衡による対仏抑止 
 はじめに 
 1. ヌムール擁立問題に関する対仏抑止 
 2. イタリア半島へのフランスの介入への対処 
  3. フランス軍ベルギー駐留問題を巡る対仏抑止 
 小括 
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序章「ヨーロッパ協調とニコライ一世の外交政策―ベルギー独立問題への対応から―」『東
北アジア研究』（21）， 2017 年 2月刊行，45-70頁 
第 1 章「ヨーロッパ協調とニコライ一世の外交政策―ベルギー独立問題への対応から―」
『東北アジア研究』（21）， 2017年 2月刊行，45-70頁 
第 2 章「ニコライ一世の外交政策における対英協調と対仏抑止―ベルギー独立問題の事例
から―」『西洋史研究』（46），2017年 11月 14日刊行，1-29頁 
 
※序章及び第 1章は，拙稿「ヨーロッパ協調とニコライ一世の外交政策―ベルギー独立問題
への対応から―」を大幅に加筆修正したものである。同様に第 2章は，拙稿「ニコライ一世
の外交政策における対英協調と対仏抑止―ベルギー独立問題の事例から―」を大幅に加筆
修正したものである。 
※19 世紀のヨーロッパ諸国がグレゴリオ暦を用いていたのに対し，ロシア帝国においては
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1917 年までユリウス暦が用いられてきた。他のヨーロッパ諸国とロシアとの関係を記述す
る際に，日付による混乱を避けるために，本稿における日付はグレゴリオ暦を採用している。 
 
 本博士論文は，ベルギー独立問題（1830-1839年）における外交政策の検討を通じて，ロ
シア皇帝ニコライ一世（Николай I）のウィーン体制への関与のあり方を考察するものであ
る。先行研究においてニコライ一世の外交政策は，先帝アレクサンドル一世（Александр I）
から東方問題と神聖同盟という 2 つの遺産を継承したものであることが指摘されている。
前者についてニコライ一世は，ロシアの威信にかかわる問題であると認識しており，柔軟で
イギリスとの協調に基づく政策により，ロシアに有利な問題の決着を目指していた。しかし
1853 年のクリミア戦争の勃発によって，それまでのニコライの努力は無に帰し，ウィーン
会議で獲得したロシアのヨーロッパにおける覇権的な地位は消滅した。 
これに対して，もう 1つの遺産である神聖同盟については，ニコライがロシア国内の安定
性を維持するうえで危険と見なした，自由主義思想や革命思想を西ヨーロッパから入り込
ませないために，反自由主義・反革命というイデオロギーに基づいて西ヨーロッパの問題に
関与した際に用いられたとこれまで論じられてきた。そして，1830 年の 7 月革命とそれに
続く自由主義諸革命の勃発以降，英仏といった自由主義諸国に対抗するために同じ反自由
主義・反革命というイデオロギーを掲げるオーストリアやプロイセンとの協力関係を強化
したとされてきた。しかし，これまでの研究は，ヨーロッパにおける神聖同盟によるオース
トリア・プロイセンとの関係強化に注目する一方で，1830 年 7 月革命というヨーロッパの
安定の危機におけるイギリスとの関係や，平和維持機構としてのウィーン体制の維持にど
のように努めたのかを検討して来なかった。本博士論文においては，ロシアがウィーン体制
における 2大覇権国として，もう 1つの覇権国であるイギリスとどのように協力した上で，
どのように 1830年の自由主義革命に関わり，そしてヨーロッパの安定を維持するためにど
のような貢献を果たしたのかを検討する。 
その際に，ウィーン体制を安定させた要因としての勢力均衡とヨーロッパ協調に注目し，
ロシアがどのようにこの 2 つの要因を利用したのかを検討した。古くからウィーン体制研
究においては，勢力均衡の原理がそのシステムの下で，ヨーロッパに 40年間にわたる平和
をもたらすことができたという指摘が数多くなされてきた。しかしながら，勢力均衡に関し
ては，多くの定義があり，シュローダー（Paul Schroeder）らを筆頭に，ウィーン体制におい
て勢力均衡が成り立っていたのかを疑問視し，ヨーロッパ協調やそこにおける規範の重要
性を指摘する研究者も多く存在する。ヨーロッパ協調とその規範については，危機の際の国
際会議の開催やそこでの決定に従った共通行動，先例と大国の威信の尊重などの規範が制
度として積み上げられ，ヨーロッパの 40年という長期的な安定の維持につながったとされ
ている。これに対しては，また勢力均衡の重要性を指摘し，それに基づいてウィーン体制が
機能していた主張する研究者も数多く存在している。そして，これらのウィーン体制の安定
性の要因に関する研究は，歴史学者ではなく政治学者によって行われており，一部の研究者
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を除いて，未刊行の一次史料を用いずに議論を組み立てているという問題が存在する。 
本博士論文においては，一次史料を用いて，勢力均衡とヨーロッパ協調やウィーン体制の
規範の観点から，ロシアの 1830年の自由主義諸革命への対応と政策を分析することで，ウ
ィーン体制という既存国際秩序の維持にロシアがどのような貢献を果たしたのかを検討す
る。その際に取り上げるのは，1830年 8月 25日に勃発したベルギー独立問題とその平和的
な決着を模索したロンドン会議へのロシアの政策である。ベルギー独立問題は，問題の発生
したベルギーがヨーロッパの中心部という，戦略的な要衝で勃発したことから，5 大国の利
害が錯綜しており，対処を誤るとヨーロッパに大戦争をもたらしかねなかった。これまでの
研究では，5大国の 1つイギリスが，ロンドン会議の議長という立場を通じて，ベルギー独
立問題に果たした貢献については多く論じられてきた。それに対してロシアのベルギー独
立問題への対処に関する研究は，革命への対抗のために 1830 年 10 月にニコライ一世が企
画した軍事介入計画の分析が主であった。さらに，1830 年 11 月 29 日にロシアと同君連合
を形成していたポーランドが蜂起し，ロシアがその鎮圧に力を取られたことで，ポーランド
蜂起勃発後のベルギー独立問題に対するロシアの政策は，十分に検証されず，また包括的に
明らかにされたわけではなかった。何よりも，ロシアがベルギー独立問題という，ウィーン
体制の存続に関わる問題において，その維持のためにいかなる貢献をしたのかという問題
は，これまで検証されてこなかった。 
本博士論文においては，1830 年以降のウィーン体制において，これまで神聖同盟や反革
命といった見方から論じられてきたニコライ一世の外交政策について，ベルギー独立問題
への関与を通じた，既存の国際秩序の維持という観点から論じた。その際に，既存の国際政
治学における勢力均衡とヨーロッパ協調・規範に関する議論を大いに活用しつつ，主にロン
ドン会議の議長国を務めたイギリスや，7月革命後に最も警戒されたフランスとロシアの関
係を中心に，未刊行・刊行史料に基づいて分析した。 
まず第 1 章においては，これまでも多くの研究者から注目されてきたベルギー独立革命
へのロシアの軍事介入計画を取り上げ，ロシアが軍事介入と全面戦争の回避をどのように
両立しようとしたのかを明らかにした。ロシアは，オランダを援助するための軍事介入が，
全面戦争を回避するために，イギリスの援助をもとに行われるべきであると考えていた。こ
れは，当時のシステム内における最大の脅威であり，自らの安全保障のために介入に反対し
ていたフランス 7 月王政の行動を抑止することを目標としており，当初のロシアが勢力均
衡に基づいて介入を構想していたことを示す。それと同時にロシアは，ロンドン会議の参加
を通じて，他の大国から介入への同意を得ようとしていた。国際会議の開催と参加は，まさ
にウィーン体制の規範に基づくものであり，さらに会議を通じた介入という先例，5大国の
一致の強調，さらに介入の実行に際したフランスの威信や利益への配慮など，ウィーン体制
の規範に基づいた行動をロンドン会議への参加決定後から示すようになっていた。ロンド
ン会議への参加という規範を実践したことが，ロシアにヨーロッパ協調の規範を意識させ
るきっかけとして決定的であったといえる。すなわちロシアの軍事介入とは，勢力均衡とヨ
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ーロッパ協調の双方を意識して計画されたものであり，アレクサンドル一世の時と同様に，
ニコライ一世もヨーロッパ協調の制約を受けていたことが明らかになった。 
第 2 章においては，ベルギー独立問題を巡るロシアとイギリスの関係について，対仏抑
止・対仏バランシングの観点から検討した。軍事介入計画において，ロシアが期待していた
イギリスからの支持は，保守主義のトーリ ・ーウェリントン政権から，自由主義のホイッグ・
グレイ政権へと，政権交代が発生したことで得ることは困難になっただけでなく，グレイ政
権成立当初は，四国同盟からイギリスを離脱させることまで考えるようになっていた。特に
ロシアは，自由主義勢力が政権の座についたイギリスがフランスに接近することを警戒し，
実際に 1832 年 10 月に，ロシアが反対していた，英仏によるオランダへの強制的な軍事措
置の実行によって，イギリスに強く反発した。また，ロンドン会議においても，同じ自由主
義勢力が優勢で，独立したベルギーに融和的な姿勢を示したことに，正統君主としてオラン
ダを支持してきたロシアは，強い不信感を募らせていた。 
それと同時にロシアは，イギリスがトーリー政権から引き続いて，フランスの勢力拡大を
許さないという方針を掲げ，潜在的な対仏バランシング同盟である四国同盟に継続的にコ
ミットすること，またフランスの拡張政策に対して，抑制力を及ぼすことができることを認
識した。1831 年 1-2 月のベルギー国王へのヌムール擁立問題，同年 8 月のベルギーへのフ
ランス軍駐留問題において，イギリスがフランスに断固とした姿勢を示したことは，対仏抑
止を柱とする露英協調政策が可能になることをロシアに示唆した。ベルギー独立問題の解
決後，ロシアは度々，東方問題やヨーロッパの問題において，イギリスと協調するために，
フランスの脅威を持ちだした。フランスの勢力拡大への懸念を利用して，イギリスに接近す
るという政策は，ベルギー独立問題以降もしばしば見られるロシアの政策パターンとなっ
ており，1830 年以降に保守のトーリーにおいても自由主義勢力が強まるイギリスであって
も，対仏抑止のための協力が可能であるという，基本的な認識をロシアに生じさせ，その後
の対英政策に強い影響を及ぼすことになったことを示した。 
第 3章においては，第 2章でも取り上げた 1831年 1-2月のヌムール公擁立問題，1831年
2-3 月のイタリア半島へのフランス軍派遣問題，1831 年 8 月のフランス軍ベルギー駐留問
題，といったフランスによる勢力拡大への懸念が生じた問題を取り上げて，最も警戒してい
たフランスに対するロシアの政策を勢力均衡やヨーロッパ協調の規範の観点から分析した。 
勢力均衡には多様な定義が存在するものの，アメリカの国際政治学者レヴィ （ーJack Levy）
らが指摘するように，（1）他の国がシステム内で覇権を確保しようとすることの阻止が安全
保障上の目的，（2）ある国がシステム内で覇権を確保しようとした際に，他の大国が対抗の
ための連合を形成すること，（3）システム内における覇権国の誕生がほぼ稀，の 3点は，研
究者の間で最低限共有されている。そしてレヴィーらは，ヨーロッパの過去 500年間におけ
る事例を分析した結果，こうした勢力均衡理論が最もよくあてはまる事例を明らかにして
いる。それは，ヨーロッパ大陸において，ある 1つの大国が陸上における軍事能力を著しく
向上させた際に，他の大国がバランシングのための連合を形成することによって，均衡を保
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つ傾向にあるという点である。このことから，ウィーン体制の時期におけるフランスが西ヨ
ーロッパにおける最大の陸軍国であり、さらにシステム内の最大の脅威であったことから、
勢力均衡の原理に基づいて、ロシアの対仏政策を論じることが可能になる。 
その結果，ロシアがいずれの問題においても，勢力均衡の原理に基づいて行動しており，
対仏政策において，フランスの威信や利益への配慮といった，ヨーロッパ協調の規範をあま
り意識していないことが明らかになった。このことは，第 1章で指摘した，ロシアの軍事介
入を前にフランスの威信や利益に示していた配慮とは正反対であり，フランスが引き起こ
した問題に対してロシアは，勢力均衡の原理や威嚇によって対処しようとしており，西ヨー
ロッパにおける平和と安定が，勢力均衡により維持されると考えていたことを示す。 
それでは，ロシアが規範を用いて，対ヨーロッパ政策を実施する際には，どのような動機
があったといえるだろうか。第 1 章で論じたように，1830 年 10-12 月の軍事介入計画にお
いて，規範を持ち出したのは，ロンドン会議という場において，介入の同意を他の 4大国か
ら得るという目的が存在した。また，その後の対仏政策において，規範を持ち出したイタリ
ア問題では，イタリアも内政不干渉の原則を持ち出すフランスの行動を批判すること，ロシ
アは，オーストリアの主張を支持しようとしていた。 
このことから，ロシアが対仏政策において，ヨーロッパ協調や規範を持ち出すときには，
外交政策における自らの正当性を確保するという要因が大きかったといえる。すなわち，ベ
ルギー独立問題におけるロシアの対仏政策は，勢力均衡の原則を土台として，それを正当化
するために規範が用いられていたといえる。規範の中でも重要といわれている，5 大国の一
致についても，ロシアは最初からそれを達成することを政策目標にしているのではなく，四
国同盟の軍事的圧力にフランスが屈した結果として，5大国の一致という結果が生じると考
えていたことが示唆される。 
このような，ベルギー独立問題を通じたロシアの政策に関する事例は，ロシアが 1830年
以降の平和維持・安全保障機構のウィーン体制の維持に果たした貢献についてどのような
示唆を与え，そこから 1830 年以降のロシア外交を論じる上で，どのような中範囲の理論が
提示されるのか。  
 ベルギー独立問題を通じて，一貫してロシアは，ウィーン体制におけるもう 1 つの覇権
国であるイギリスの協力を求めていたといえる。軍事介入計画，オランダ国王に有利な決着，
そして最大の目標であるフランスの抑止のいずれにおいても，イギリスの協力は欠かせな
かった。ニコライ一世やネッセルローデは，当初軍事介入を計画した際に，イギリスの協力
を得るためにロンドン会議に参加し，その後で介入計画が頓挫した後も，イギリスとの協力
促進を求めていた。特に対仏抑止のための四国同盟の維持には，英仏接近を阻止する必要が
あり，ロンドン会議のロシア全権代表であるリーヴェンとマトゥシェヴィチは，フランスの
勢力拡大の阻止を足掛かりに，ヌムール擁立問題やフランス軍駐留問題の解決を通じて，英
仏の接近を妨害していた。また駐仏大使であるポッツォ・ディ・ボルゴも，フランスが引き
起こした危機においては。駐仏イギリス大使のグランヴィルを中心とする外交使節団と歩
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調を合わせて，圧力をかけていた。 
 こうしたベルギー独立問題を通しての対仏圧力と対英接近は，勢力均衡の原理に基づ
いてロシアが行動していたことを示している。ロシアにとってフランス 7月革命は，自由主
義勢力の拡大を意味し，ポーランド蜂起の勃発で示唆されたように，国内の安定に対する最
大の脅威であった。それと同時にフランスは，西ヨーロッパ最大の陸軍国であり，ルイ・フ
ィリップを初めとする政権首脳には，大規模な現状の修正をヨーロッパに要求する意図は
なかったものの，7月革命を主導した世論は，1815年に定められた領土的取り決めだけでは
なく，ウィーン体制そのものの修正を要求していた。そして，フランスの領土と勢力の拡大
の要求がほかの 4大国に向けてなされたことは，大きな脅威であった。 
ヨーロッパの潜在的な覇権を獲得するかもしれないフランスに対して，ロシアが取った
政策が四国同盟との連携を強化することであり，それはフランスに対するバランシング行
動によって，フランスを抑止することであった。その中でもベルギー独立問題を通じて，ロ
シアが連携を強化しようとしたのがイギリスである。軍事介入の計画においても，イギリス
の協力が必要なことを認識していたロシアであったが，特にヌムール擁立問題の解決を通
じて，自由主義のホイッグ政権であっても，イギリスの圧力がフランスの政策にとって大き
な圧力になることを知ったことは，対仏抑止，対仏バランシングのためにイギリスに接近す
る誘因をロシアに与えた。 
このようにロシアは，対仏バランシングを目的としたイギリスとの協力を通じて，ベルギ
ー独立問題を発端としたフランスの勢力拡大を阻止することにより，1815 年のウィーン領
土議定書を維持し，ウィーン体制を崩壊させないようにしていた。 
その一方で，ウィーン体制における規範は，ベルギー独立問題を通じて，ロシアに対して
どのように機能したのか。上で述べたように，軍事介入計画は，勢力均衡に加えて規範も用
いて立案されており，特にロンドン会議への参加（これ自体が規範の中で最も重要なもので
あるが）を通じて，5 大国の一致，先例の重視，フランスへの威信の配慮といった規範が，
介入の計画に持ち込まれた。また，勢力均衡以外にもイギリスの協力を必要とした理由とし
て，イギリスがロンドン会議の議長国であり，それが会議での決定に及ぼす影響が大きかっ
たことが挙げられる。ロシアは，規範の実践を通じて，軍事介入を他国からの同意を得やす
いものにしようとしていたが，同時に規範に訴えることで，ロンドン会議を通じた介入とい
う，自らの行動に制約を課すことになった。 
それと同時に，介入計画が頓挫した後のロシアのロンドン会議における行動を見ると，フ
ランスの行動を抑制させるために，規範に訴えることはほとんどなくなり，勢力均衡に基づ
く，武力や四国同盟による脅しが主な説得手段となっている。フランス全権のタレーランが
フランスの威信への配慮を求めた際にも，またイギリス首相グレイがフランスの威信を傷
つけないように配慮を示した際にも，それがロシア全権代表に影響を与えることはなかっ
た。規範に訴えつつも，裏では勢力均衡の原理に基づいて，フランスを押しとどめようとす
ることもあった。特に，自らが計画した軍事介入には規範を持ち出し，フランスの行動に対
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しては，勢力均衡の原理による制約を加えようとしたから，ベルギー独立問題におけるロシ
アにとって，規範は，自らの行動や主張を正当化するために用いられたのではないかという
ことが示唆される。 
また，ロシアは，1815 年の成立以来，初めて危機に見舞われたウィーン体制を維持する
ために，ウィーン体制におけるもう 1つの覇権国であり，会議の議長国であるイギリスとの
協力を通じて，ヨーロッパの安定性を維持しようとしていた。ヨーロッパの現状変更につな
がる，フランスの勢力拡大の兆候が表れた際，ロシアは，イギリスとの協力によって，それ
を阻止することができた。 
その成功体験は，その後のニコライ一世期におけるロシアの政策に強い影響を与え，対ヨ
ーロッパ政策だけでなく，先帝アレクサンドル一世の遺産である東方問題においても，対英
接近のパターンを形成することになったことが示唆される。 
ベルギー独立問題におけるロシアの政策は，時に自らの行動を規範によって正当化しつ
つ，基本的にフランスの勢力拡大を阻止するために，イギリスに接近し，四国同盟を維持し
ようとする勢力均衡の原理に基づくものであった。このことは，フランスに対抗するための
勢力均衡の原理が，ウィーン会議の 15 年後のロシアの外交当局者に強く意識されており，
対仏抑止のために，規範よりも勢力均衡がロシア外交の行動様式を規定していたことを示
す。  
このようにロシアは，勢力均衡の原理に基づく対仏抑止を通じた対英接近によって，ベル
ギー独立問題をめぐるヨーロッパの安定を維持しようとした。そして，自らとヨーロッパ全
土の安全にとって，最も危険であると見なす 7 月革命以降のフランスをイギリスへの接近
によって抑止できたと考えたことは，クリミア戦争へと至るまでのロシアの政策にとって
大きな指針となったことが示唆される。従って，1830 年 7 月革命以降のロシアの政策方針
は，「勢力均衡の原理に基づく対仏抑止を通じた対英協調」という中範囲の理論によって，
説明可能である。 
 
